
１．研究開発概要
クラウドサービスは、データセンタ等を利用して種々のサービスを必要なだけ利用する形態であり、ICT設備投資の

負担軽減や情報処理の集約による環境負荷低減の効果が大いに期待され、近年その使用が著しく増加している。
しかし、クラウドサービスをミッションクリティカルなサービス等に活用するためには、安全性・信頼性の一層の向上

を図っていくことが不可欠であるほか、クラウドネットワークのトラヒック拡大に伴う消費電力の増大への対策も必要と
なる。世界的な課題でもあるCO2排出削減に対する取組のため、クラウドネットワークの省電力化技術の研究開発が
重要となってくる。
本研究開発では、クラウドサービスの信頼性向上（安定・確実なサービス稼働の維持）と、ネットワーク利用の拡大

（通信トラヒックの急増）に伴う消費電力の増大抑制を実現する要素技術のひとつとして、通信量の変化に応じて、
ネットワーク機器やサーバの稼働数や稼働箇所を迅速・柔軟に変化させることにより、ネットワーク全体の電力消費
を必要最小限にするための「環境対応型ネットワーク構成シグナリング技術」の研究開発を実施した。

担当課室名：総合通信基盤局 電気通信事業部 データ通信課
実施研究機関：(株)日立製作所、 (株)富士通研究所、慶應義塾大学
研究開発期間：Ｈ22年度～Ｈ24年度

研究開発費：H22年４.０億円、H23年３.８億円、H23年度補正５.１億円、計１２.９億円

広域災害対応型クラウド基盤構築に
向けた研究開発(環境対応型ネット

ワーク構成シグナリング技術)

２．研究開発成果概要
○ 研究開発成果
ネットワーク機器やサーバの稼働箇所（稼働数）を迅速・柔軟に変化させることにより、ネットワーク全体の電力消費
を必要最小限にするための「環境対応型ネットワーク構成シグナリング技術」を開発した。また、同技術の推進を行い、
消費電力量の削減効果を確認した。

課題１：リソースマネジメント技術
本技術を用いることで、設計段階でのリソースの最適配置を実現するとともに、集中管理システムの開発により、リア
ルタイムなトラヒック変化に応じてリソース割り当てを変更し、通信品質を担保しつつネットワークの消費電力量の削
減を実現する。検証により、約２～３割削減する効果があることを確認した。リソースマネジメント技術は、「省電力リ
ソース設計技術」と「適応型リソースマネジメント技術」とで構成される。
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課題２：リソース連携シグナリング技術
本技術による通信量や処理量等に追従してアクセスネットワークの機器を統一的に制御し、ネットワーク全体の消費
電力を約２～３割削減する効果があることを確認した。
本技術は、「リソース管理技術」、「負荷変動対応モニタリング・制御技術」、「リソース配置適正化技術」、「省電力処
理のためのサービスルーティング技術」、「SLAを保証した省電力サーバ動的再配置基盤」で構成される。

下図はリソース配置適正化技術の評価システムの概念図。
1000の仮想サーバ（400の物理サーバ）、4データセンタからなる評価
システムにて、仮想サーバの適正配置を５分以内に決定。実サーバアクセス
パターンにより、20～30%の省電力化を検証。
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３．成果から生み出された経済的・社会的な効果

＜新たな市場の形成、売上の発生、国民生活水準の向上＞

本研究から展開された委託研究の要素技術を基に、SDN関
連機器および新しい管理系サービスの市場が形成されるよう
推進中。その一部として本成果を活用したネットワーク設計エ
ンジンを搭載した広域ネットワーク向けSDNコントローラ製品
をH26年にリリースした。
＜知財や国際標準獲得等の推進＞

• 取得特許の活用状況は、 H29年度までに出願25件、取得
22件となり目標を達成した。

• 論文掲載数（目標3件）に対し、5件の掲載を実施した。

• 技術情報発信、技術協力、技術普及の数（目標3件）に対
し、32件の成果があった。

以上、すべての項目に対して目標を達成した。

査 読 付 き 誌 上 発 表 論 文 数 ２１件（２１件）

査 読 付 き 口 頭 発 表 論 文 数
（ 印 刷 物 を 含 む ）

５件（ ３件）
※平成25年度から
の合計値

そ の 他 の 誌 上 発 表 数 ９件（ ０件）
口 頭 発 表 数 ６６件（２３件）

特 許 出 願 数 ２５件（１１件）
特 許 取 得 数 ２２件（ ８件）
国 際 標 準 提 案 数 １８件（１８件）
受 賞 数 ２件（ １件）
報 道 発 表 数 １件（ ０件）
報 道 掲 載 数 ４件（ ０件）

年度 ～H24 H25 H26 H27 H28 H29以降

①研究の推進

②事業化促進

③成果発信

本研究
・環境対応型ネットワーク構成シグナリング技術（総務省）
・高信頼クラウドサービス制御基盤技術（総務省）

要素技術
（ネットワーク経路切替技術) ・ネットワーク仮想化技術の研究開発（総務省）

要素技術の展開
新世代ネットワークを支えるネットワーク仮想化基盤技術の研究開発（NICT)
・消費エネルギー最適化コンテンツ配信システム

要素技術の展開

GICTFと連携したクラウド分野
の知財標準化戦略策定

▲ｸﾗｳﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ
ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ
2013発表
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2013

発表

▲ICTｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
ﾌｫｰﾗﾑ2013
発表

マルチレイヤオーケストレータ機能、ＳＤＮコントローラ機能によるネットワーク設計するエンジンを、
ネットワーク制御製品と連携する機能として検討推進中

広域ネットワーク向けSDNコントローラ製品「Virtuora NC」にて事業展開中

▲IJCIS
論文掲載

▲iPOP
2014発表

▲COIN
2014

発表
▲SDN/MPLS

2014発表

▲IEE論文掲載

▲JOSK
論文掲載

▲ONDM
2015発表

▲IJANS
論文掲載

▲ICTON
2016発表

▲IJAIS
論文掲載

▲製品プレスリリース



４．成果から生み出された科学的・技術的な効果

＜新たな科学技術開発の誘引＞
• トラヒックが相対的に少ない時間帯などに、トラヒックを特定の回線に集約する技術

• エッジルータ又は管理サーバーが連携してパケットの経路を統一的に制御し、トラヒック量あたりの消費電力量
を削減する技術

• ネットワーク及びアプリケーションシステムが連携し制御することにより、全体の電力消費を最適にする技術
• ユーザ要件に応じ最も電力消費を低減できるネットワークを設計する省電力リソース設計技術
• マルチレイヤネットワークの状態に応じ、適切なレイヤにトラヒックを迂回制御を行うリソースマネジメント技術

これらの技術の適用先を拡大し、仮想ネットワーク上での省電力処理技術、コンテンツ配信システムに対する省
電力処理技術、サービスと連携した伝達網の省電力処理技術等の分野へ適用された。

一例としては、平成25～28年度に実施された、NICT委託研究「将来ネットワークの実現に向けた超大規模情報

ネットワーク基盤技術に関する研究」において、本研究開発の成果である「省エネルギールーティング技術」が応
用されたことが挙げられる。
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７．政策へのフィードバック
＜国家プロジェクトとしての妥当性、プロジェクト設定の妥当性＞

「世界最高水準の超高速・高信頼・極小エネルギー消費型の革新ネットワーク技術等の研究開発を推進」及
び「クラウドコンピューティング等における更なる省エネ環境を実現するデータセンター等の情報通信機器・設
備、ネットワークのすべてについて、環境面で世界最先端の技術」の実用化を推進でき、国家プロジェクトとし
て取り組んだ意義は大きい。
併せて、最新のグリーンIT 技術及び高信頼化・セキュリティ技術の研究開発の加速化、開発技術を発展させ
る形での新たな委託研究の推進に貢献した。

＜プロジェクトの企画立案、実施支援、成果展開への取組み等に関する今後の政策へのフィードバック＞

• エネルギー消費の削減のためネットワークを制御するという目標は、ネットワーク利用量が急激に増大してい
く中で、時代が要請するきわめて重要なものあった。本研究によって得られたプラットフォーム制御技術をもと
にネットワーク仮想化技術の研究開発における「仮想ネットワーク運用管理技術」へ展開され、研究開始時期
として適切であった。

• プロジェクトの進め方としては、進捗状況の把握及びそれに対する指摘が行われ、適切な研究開発マネジメン
トが行われた。また、受託社内評価システムによる有効性が確認され、要素技術の確立に寄与した。

５．副次的な波及効果

＜副次的な波及効果＞

本研究及び後継の研究の実施を通じ、通信プロトコルの高度化技術や省電力ネットワークアーキテクチャ及び
SDN、コンテンツ／データセントリック技術（コンテンツ／データを自律的に探して提供する技術）に関する研究
者が育成された。今後の5G向けクラウドやIoTに係る領域など、次世代を担う研究での活躍が期待できる。

なお、本研究や関連の研究により、博士号取得者を２名輩出したほか、米国大学との共同研究プロジェクトへの
発展により、研究目的留学者３名を輩出した。

６．その他研究開発終了後に実施した事項等

＜周知広報活動の実績＞
「省電力処理のためのサービスルーティング技術」を発展させた応用研究プロジェクトの成果を国際会議iPOP
（International Conference on IP+Optical Network, 日本開催）、国際会議SDN/MPLS（米国開催）、慶應テクノ
モール（日本開催）で発表した。これらの発表では、動態デモンストレーションを行い、積極的な普及活動を行った。

＜その他の特記事項に係る履行状況＞（研究開発終了後も行うべきものについて）
後継の研究「ネットワーク仮想化技術の研究開発」おいて、通信量の変化に応じて、ネットワーク機器やサーバの
稼働箇所（稼働数）を迅速・柔軟に変化させる制御技術を展開し応用した。




